





B to B の国内取引額は 186 兆円（市場の 17.9％）、
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控訴審判決（東京高判平成 25 年 7 月 24 日判タ






























































































公益・投資者保護の任務（金商 82 条 1 項 1 号、
















いとした事例（東京地判平成 20 年 7 月 16 日金法
1871 号 51 頁。他に東京地判平成 25 年 10 月 16
－ 228 － － 229 －
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のように加盟店管理義務（割賦販売法 30 条の 5














































































































































































































































































































































































































































１） 以下の記述は、経済産業省「平成 25 年度我が国経済
社会の情報化・サービス化に係る基盤整備（電子商取
引に関する市場調査）」（平成 26 年 8 月 26 日）（http://
www.meti.go.jp/policy/it_policy/statistics/outlook/
H25report.pdf）（平成 26 年 9 月 15 日閲覧）を参照
２） トラブル遭遇率は 33.7％（平成 23 年）、30.0％（同 24 
年）約 33.6％（同 25 年。「特にない」66.4％）も約３
割を保っている（前注の平成 23 ～ 25 年版参照）。
３） 宇賀克也・長谷部恭男編「情報法」（有斐閣・平成 24 






internet2.html）（2014 年 12 月 5 日閲覧）がまとめた
インターネット通販に関する相談件数（2014 年 12 月
1 日）では、2009 年 131,654 件から、2010 年 155,948 
件、2011 年 178,148 件、2012 年 175,242 件と増え、
2013 年は 203,219 件になり、2014 年（10 月末現在）
127,086 件（前年同月 95,456 件）と増え続けている。
また最近の事例の紹介もある。
５）前掲注（1）117 頁
















　　 （http://www.ponparemall.com/）（いずれも 2014 年














－ 234 － － 235 －
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11） http://www.meti.go.jp/press/2014/08/20140808003/
　　20140808003-3.pdf 参照（2014 年 11 月 30 日閲覧）
12） 近藤光男「商法総則・商行為法［第 6版］」（有斐閣・




















21） 大村敦志「典型契約と性質決定」（有斐閣・平成 9 年）
170 頁、193 頁以下、石川博康「典型契約と契約内容
の確定」内田貴・大村敦志編『民法の争点』（有斐閣・
平成 19 年）236 頁、山本敬三「民法講義［第 3版］」（有
斐閣・平成 23 年）142 頁以下
22） 山本敬三「契約の拘束力と契約責任論の展開」ジュリ
1318 号 99 頁以下
23） 前掲注（21）、河上正二「約款規制の法理」（有斐閣・




現代契約と現代債権の展望 第 5 巻』（日本評論社・平
成 2 年）22 頁、河上正二「契約の法的性質決定と典
型契約」加藤古稀論集『現代社会と民法学の動向』（有
斐閣・平成 4 年）294 頁
25） フランチャイズチェーン運営者の加盟店に関する報
告義務が争われた事例（最判平成 20 年 7 月 4 日判タ






法判例リマークス 40 号 42 頁、沖野眞巳「コンビニ
エンス・ストアのフランチャイズ契約においてフラン
チャイズ・チェーン運営者が加盟店経営者に対して負
う報告義務」判タ 1298 号 41 頁、野澤正充「フランチャ
イズ・チェーンの運営者の加盟店に対する報告義務」
判評 607 号 148 頁参照。
26） 近藤前掲注（12）180 頁、江頭憲治郎「商取引法（第






















34） 東京証券取引所は平成 11 年 4 月に立会いを廃止、コ
ンピュータシステムに移行している（河本一郎・大武
泰南・川口恭弘「新・金融商品取引法読本」（有斐閣・
平成 26 年）261 頁）。
35） 中田裕康「債権総論 第 3 版」（岩波書店・平成 25 年）
338 頁以下
36） 松田政行「ネットワーク取引と表見責任（下）」
NBL321 号 30 頁










40） 平成 21 年 7 月にロスカット・ルールに係る体制整備・
遵守義務が定められた（金融商品取引業等に関する内
閣府令 123 条 1 項 21 号の 2、21 号の 3）。
41） 神作裕之「外国為替証拠金取引業者の強制ロスカット
に係る責任」ジュリ 1435 号 130 頁
42） 後藤巻則・池本誠司「クレサラ叢書 解説編 割賦販売












































失の分担」ジュリ 1436 号 112 頁
55） 中山信弘「著作権法 第二版」（有斐閣・平成 25 年）
607 頁以下、高林龍「標準 著作権法」（有斐閣・平成
23 年）269 頁以下参照



















62） Yahoo! ガイドライン 5 項 7 号（及び、撤回期間を定






64） Yahoo! ガイドライン 11 項 2 号を除き、他のモールサ
イトにキャンセル規定はないようである。






67） 楽天規約 9条 1項、Amazon 規約「商品説明」、Yahoo!













平成 24 年）118 頁参照）。
70） 山下友信「銀行取引と免責約款の効力」石田・西原・
高木還暦（下）『金融法の課題と展望』（日本評論社・
平成 11 年）198 頁以下。なお補償制度（平成 26 年 11
月 30 日現在）として、楽天あんしんショッピングサー
ビス、Amazon マーケットプレイス保証、DeNA 取
引補償など会員であれば受けられるもの、有料会員向
けのYahoo! お買いものあんしん補償などがある。
